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研究要旨 
背景：COVID-19 パンデミックにより、利用可能な病床の不足と面会制限のために在宅死

が増加した可能性がある。本研究は、COVID-19 パンデミック前後の在宅死の割合の変化

を検討し、関連する因子を明らかにすることを目的とした。 
方法：オープンデータを用いて、2015 年から 2021 年までの全死亡に占める在宅死の割合

を記述した。また、市町村レベルのデータを用いて、2019 年から 2021 年までの在宅死の

割合の増加に関連する要因を検討した。従属変数は、2019 年から 2021 年までの在宅死の

割合の絶対変化とした。独立変数には、各自治体の 2019 年の在宅死割合、高齢者人口あた

りの医療資源および介護施設、人口密度、COVID-19 の累積症例数を用いた。各変数を標準

化し、多変量線形回帰分析を行った。 
結果：2015 年、2019 年、2021 年の在宅死亡の割合はそれぞれ 12.7％、13.6％、17.2％で

あり、COVID-19 パンデミック後に在宅死割合が増加したことが示された。1,696 市町村を

対象とした多変量線形回帰分析では、従来型在宅療養支援診療所・病院（β係数［95％信頼

区間（CI）］、0.19［0.01–0.37］）、機能強化型在宅療養支援診療所・病院（0.53［0.34–0.71］）、
訪問看護師数（0.26［0.06–0.46］）、人口密度（0. 44［0.21–0.67］）、COVID-19 の累積症例

数（0.49［0.27–0.70］）は在宅死の増加と正の関連を示したが、介護老人福祉施設定員の病

床数（-0.55［-0.74–-0.37］）、2019 年の在宅死割合（-1.24［-1.44–-1.05］）は負の関連を示

した。 
結論 ：COVID-19 パンデミック下で、特に人口密度が高く、COVID-19 の累積症例数の多

い地域で在宅死割合が増加した。需要の増加に対して、特に機能強化型在宅療養支援診療

所・病院が重要な役割を果たしたと考えられる。 
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A． 研究目的 
2020 年 1 月 16 日に日本で最初の

COVID-19患者が発生後、流行は拡大し続

け、2021 年末までに 5 回の感染者の増加

を経験し、累積患者数は 170 万人、死亡

者数は 18,000 人となった 1。感染症法で

二類感染症に分類されたことによる病床

や医療職の人員不足により、特に第 4 波

と第 5 波（2021 年 4 月から 9 月まで）に

かけては、医療危機の状態に陥った 2,3。ま

た、ほぼすべての病院や高齢者施設で、面

会者からの感染を防ぐための面会制限が

実施され、2021 年 10 月の調査では、緩和

ケア病棟でさえも 99％が面会制限を実施

していたことが報告されている 4。 
このような状況下で、わが国 5,6 の終末

期医療には変化があったことが報告され

ている。在宅医療を提供する医療施設を対

象としたアンケート調査では、COVID-19
パンデミック後、在宅看取りを希望する患

者や新たに在宅医療を希望する患者が増

加し、特にがん、呼吸器疾患、認知症の患

者が増加したことが示された 5。別の研究

では、COVID-19の患者数が多い都道府県

ほどがん患者の在宅死の割合が高いこと

が示され、COVID-19流行ががん患者の在

宅看取りの需要を高めたことが示唆され

た。 
しかし、これらの研究はアンケートに基

づく研究、またがん患者のみに対象を絞っ

たものであったため、日本全体における死

亡場所の変化を明らかにする必要がある。

さらに、医療資源や人口密度の違いから、

在宅死割合の変化に地域差が存在する可

能性はあるが、COVID-19パンデミック時

の在宅死の増加がどのような要因と関連

しているかを明らかにした研究はこれま

でにない。 
そのため、本研究では、全国データを用

いて 2019 年から 2021 年にかけての在宅

死割合の変化を記述し、この増加に関連す

る地域要因を探索することを目的とした。 
 

B． 研究方法 
データセット 
厚生労働省が公開している、在宅医療に

かかる地域別データ集 7 を用いて市町村

別のデータを入手した。このウェブサイト

では、さまざまな調査データが市区町村ご

とに再集計されており、1,741 の市町村レ

ベルでの高齢者人口、医療・介護施設資源、

在宅死の割合等のデータが含まれている。

我々はこのデータに加えて、医療施設調査

8の元データを用いて、病床数の情報を入

手した。また、各自治体の人口密度は 2020
年の国勢調査 9 から、累積 COVID-19 症

例数は厚生労働省が公開している

COVID-19 感染症情報 2から入手した。 
 
従属変数および独立変数 
在宅死割合は、自宅での死亡を年間の死

亡総数で除した数を示した。2019 年から

2021 年までの自治体別の在宅死割合の絶

対変化を従属変数と定義した。独立変数に

は、各自治体の 2019 年の在宅死割合、医

療資源（病院病床数、一般診療所数、従来

型在宅療養支援診療所・病院数（在支診・

在支病）、機能強化型在支診・在支病数、

訪問看護師数）、介護施設（介護老人福祉

施設定員、介護老人保健施設定員、介護療

養型医療施設病床数）、人口密度、2021 年

12月までのCOVID-19累積症例数を含め
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た。COVID-19の累積症例数に関しては市

町村レベルのデータが入手できなかった

ため、都道府県レベルのデータを用いた。

病院病床数は、病院の総病床数から精神科

病床数を差し引いた数を算出した。人口密

度のみ 2020 年のデータを用い、他の変数

に関しては 2019 年のデータを用いた。医

療資源、介護施設に関しては各自治体の

65 歳以上の高齢者数で除した変数を用い

た。(表中では「高齢者人口 1 万人当たり」

として示されている）。65 歳以上の人口で

除した理由は、(i)死亡の 90％以上が 65 歳

以上で発生していること 10、(ii)訪問診療

の大部分（95％以上）がこの年齢層に対し

て実施されていること 11 ためである。

COVID-19 の累積症例数は各都道府県の

総人口で除した。   
 
統計分析 
まず、全国の 2015 年から 2021 年まで

の総死亡者数と在宅死の割合の推移を調

べ、パンデミック前後の在宅死割合の傾向

を明らかにした。次に、全国の自治体にお

ける 2019 年から 2021 年までの在宅死割

合の絶対値の変化を図示することで、パン

デミック後の在宅死割合の変化の地域差

を示した。その後、1,741 自治体における

各変数の要約統計量を求めた。最後に

2019 年から 2021 年にかけての在宅死割

合の増加と関連する要因を多変量回帰分

析により明らかにした。この分析では、

2019 年または 2021 年に在宅死が発生し

なかった 45 の市町村を除外し、1,696 の

市町村を対象とした。すべての変数につい

て、標準化（平均＝0、標準偏差＝1）した

後に解析を実施した。  

さらに感度解析として、在宅死割合の絶

対変化の中央値をカットオフ値として、自

治体を 2 つのグループ（在宅死割合の増

加が多い群と小さい群）に分類し、ロジス

ティック回帰分析を行った。  
事後解析として、スピアマンの相関係数

を用いて、人口密度と従来型在支診・在支

病数、および人口密度と機能強化型在支

診・在支病数との相関を評価した。  
すべての解析は STATA version 15

（Stata Corp.）を用いて行った。統計的

有意性は p<0.05 とした。 
 
倫理的配慮 
本研究では公開されているデータのみ

を使用したため、倫理的承認は得ていない。 
 

C． 研究結果 
在宅死割合の傾向 
図 1 は、日本における 2015 年から 2021

年までの総死亡数と在宅死亡数の割合の

推移を示したものである。2015 年から

2019 年にかけて、毎年約 20 万人ずつ死

亡者数が増加しており、2020 年に減少し

たが、2021 年には再び増加した。2015 年、

2019 年、2021 年の在宅死の割合はそれぞ

れ 12.5%、13.6%、17.2%であり、2019 年

から2021年にかけて増加したことが示さ

れた。  
 
在宅死割合増加に関する地域差 
2019 年から 2021 年にかけての在宅死

割合の変化を示した図 2 では、東京や大

阪などの大都市圏で在宅死の割合がより

増加していることが示されている。 
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在宅死の増加に関連する要因 
表 1 は、1,741 自治体における各変数の

要約統計量を示している。2019 年または

2021 年に在宅死がなかった自治体を除い

た 1,696 の自治体における在宅死割合の

絶対値変化は正規分布を示し、在宅死割合

の絶対値変化の中央値と平均値はともに

2.9％であった。 
多変量線形回帰分析の結果を表 2 に示

す。従来型在支診・在支病数（β係数［95％
信頼区間（CI）］は 0.19［0.01–0.37］）、機

能強化型在支診・在支病数（0.53［0.34–

0.71］）、訪問看護師数（0.26［0.06–0.46］）、
人口密度（0.44［0.21–0.67]）、COVID-19
の累積症例数（0.49[0.27–-0.70]）は在宅死

割合の増加と正の相関を示したが、介護老

人福祉施設定員数（-0.55[-0.74–-0.37]）と

2019 年の在宅死割合（-1.24[-1.44–-1.05]）
は負の関連を示した。  

カットオフ値を中央値の2.9％としてロ

ジスティック回帰分析を行った結果は、従

来型在支診・在支病と訪問看護数は在宅死

割合の増加と関連を認めず、一般診療所で

正の関連を認めた以外は、主解析と同様の

結果が得られた（表 3）。  
 
人口密度と在支診・在支病の相関 
図 3 は、それぞれ人口密度と従来型在

支診・在支病および機能強化型在支診・在

支病との相関を示している。スピアマンの

相関係数はそれぞれ 0.32（p＜0.001）と

0.49（p＜0.001）であり、人口密度と機能

強化型在支診・在支病の間に中程度の相関

があることが示された。  
 

D．考察 

本研究は、日本における COVID-19 パ

ンデミック時の在宅死のトレンドを明ら

かにし、在宅死の増加に関連する地域要因

を特定した初めての全国レベルの研究で

ある。本研究の結果から、在宅死の増加と

従来型在支診・在支病、機能強化型在支診・

在支病、訪問看護師数、人口密度、および

COVID-19 の累積症例数との間に正の関

連が認められた。逆に、介護老人福祉施設 

定員数と2019年の在宅死の割合との間に

は負の関連が認められた。  
COVID-19 パンデミック時に在宅死割

合が増加したという本研究の結果は、在宅

医療を提供する医療機関を対象に実施さ

れたアンケート調査に基づく先行研究 5

の結果と一致している。今回のデータでは

これらの死亡の原因を特定することはで

きないが、COVID-19 に関連する死亡は

2021 年の全死亡の約 1％と報告されてい

ることから 12、COVID-19 に直接起因す

る在宅死亡の割合が大幅に増加する可能

性は低いと考えられる。先行研究で報告さ

れているように、病床不足や入院施設の面

会制限により、希望する看取りの場所が変

化した影響が大きかった可能性が考えら

れる 5,6。 
地域差については、特に都市部で在宅死

の割合の顕著な増加が観察され、多変量解

析では、この増加と人口密度との関連が示

された。これは、都市部の方が概して

COVID-19 の感染者がより多く 1,13、在宅

看取りに対する需要がより増加したこと

に加え、在宅看取りを提供できる医療資源

が都市部により多く存在するなどの供給

要因による影響もあると考えられる。 
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在支診・在支病数や訪問看護師数などの

在宅医療資源が在宅死割合の増加と関連

するという本研究の知見は、COVID-19パ

ンデミック前に実施された先行研究 14,15

と一致している。しかし、本研究では、従

来型在支診・在支病と機能強化型在支診・

在支病を区別し、機能強化型在支診・在支

病の方がより強い関連性を示した。さらに、

ロジスティック回帰分析では、機能強化型

在支診・在支病のみが在宅死割合の増加と

関連していた。この違いの原因として、従

来型在支診・在支病は外来診療の延長とし

てソロプラクティスの医師が在宅医療を

実施していることが多く 16、在宅医療の提

供を拡大することが難しいことが考えら

れる。反対に、最低 3 人の常勤医師を必要

とする機能強化型在支診・在支病は、パン

デミック時に比較的柔軟に在宅医療の提

供や看取り数を拡大することが可能であ

った可能性が考えられる。  
介護老人福祉施設定員数が在宅死の増

加と負の相関を認めたという本研究の結

果は、先行研究 14,15と一致している。3 つ

の介護施設のうち、介護老人福祉施設のみ

が在宅死の増加と負の関連を示したが、こ

の結果は介護老人福祉施設がより介護ニ

ーズの高い患者を受け入れており、最も定

員数が多いという事実から説明できる 17 。 
今回のパンデミックは、病院での治療が

受けられない患者や、終末期医療を受ける

場所として在宅を希望した患者に対応す

るために、十分な在宅医療の資源を確保す

ることの重要性も強調された。しかし、本

研究の結果から、在宅医療資源、特に機能

強化型在支診・在支病においては、人口密

度によって格差があることが示された。人

口密度が低い地域は、住宅が点在している

ため、患者の自宅間を移動するのに時間が

かかり、対応できる患者数が制限されるた

め訪問診療が不利な状況である 16。その結

果、終末期医療において重要な役割を果た

す機能強化型在支診・在支病が少なくなっ

ていると考えられる。パンデミックのよう

な状況下で在宅医療の役割を強化するた

めには、人口密度に応じた機能強化型在支

診・在支病への加算の導入など、政策的な

検討が必要であろう。  
本研究にはいくつかの限界がある。第一

に、「在宅死」の分類には、患者の自宅だ

けでなく、認知症グループホームやサービ

ス付き高齢者向け住宅も含まれるが、人口

動態統計には詳細な死亡場所の分類がな

いため、区別できなかった 18。また、「在

宅死」は必ずしも在宅医療を受けたことを

示すものではなく、自殺、殺人、予期せぬ

突然死も含まれる。しかし、このような外

因による死亡は在宅死全体の約6%に過ぎ

ないと報告されている 19 ことから、本研

究結果への影響は大きくないと考える。第

二に、近隣の自治体の医療資源や介護施設

の影響については考慮することができな

かった。第三に、患者や家族の希望、社会

経済的要因など、測定不能な交絡因子が存

在する可能性がある。第四に、今回の知見

は観察データに基づくものであったため、

因果関係を明らかにすることは困難であ

った。しかし、パンデミック前の調査 20で

は、在宅死を希望する人が自治体の人口規

模によって大きな差がないということが

報告されており、パンデミック中は全国的

に面会制限が実施されたこと 5から、全国

的に在宅での看取りを希望する人がパン
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デミック中に増加したことが示唆される。

従って、在宅医療資源の供給要因が、より

在宅死の増加に関連したと考えるのが妥

当であろう。 
 
E．結論 
結論として、本研究では全国の COVID-

19 パンデミック期前後のデータを用いて、

2019 年以降に在宅死の割合が増加したこ

とを示した。特に人口密度が高く、

COVID-19の累積症例数が多く、在宅医療

の資源が充実している地域で特に増加が

顕著であった。また、在宅死の増加に最も

影響する要因であった機能強化型在支診・

在支病と人口密度の間に中程度の相関が

みられた。人口密度の低い地域が在宅医療

の面で不利な立場にあることを考えると、

特異的な状況の時に全国的に在宅医療の

役割を強化するためには、人口密度を考慮

した政策立案も検討される。 
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表 1. 1741 自治体の特徴 
 

 平均値 (標準偏差) 中央値 (四分位範囲) 
医療資源*   
病院病床数 2576.1 (2480.7) 2386.6 (0–3736.5) 

 一般診療所数 213.7 (213.9) 193.3 (144.9–240.0) 
 従来型在宅療養支援診療所・病院数 28.8 (45.5) 20.6 (0–40.6) 
 機能強化型在宅療養支援診療所・病院数 6.7 (14.0) 0 (0–9.3) 
 訪問看護師数 111.5 (109.4) 100.0 (0–168.1) 
介護施設*   
 介護老人福祉施設定員 220.8 (179.1) 179.0 (130.0–261.3) 
介護老人保健施設定員 117.4 (133.2) 101.8 (0–157.9) 
介護療養型医療施設病床数 10.8 (46.7) 0 (0–2.5) 
人口密度 (km2あたりの人口) 1069.2 (2607.4) 189.6 (52.3–766.3) 
累積 COVID-19 患者数† 10.4 (6.9) 8.3 (5.3–14.2) 
2019 年の在宅死割合(%) 11.4 (4.9) 11.1 (8.3–14.1) 
2019 年から 2021 にかけての在宅死割合の

絶対値変化(%) 
2.9 (5.2) 2.9 (0.7–5.0) 

*医療資源と介護施設は各自治体の 65 歳以上の高齢者 10,000 人あたりの数を示す  
†累積 COVID-19 患者数は各都道府県人口の 1,000 人あたりの数を示す  
  

- 23 -



表 2. 2019 年から 2021 年にかけての在宅死割合の絶対値変化に関する多変量線形回帰分析の結果 
 

 β係数 95% 信頼区間 P 値 
医療資源*    
病院病床数 −0.19 −0.40–0.01 0.066 

 一般診療所数 0.15 −0.05–0.34   0.137 
 従来型在宅療養支援診療所・病院数 0.19 0.01–0.37  0.041 
 機能強化型在宅療養支援診療所・病院数 0.53  0.34–0.71 <0.001 
 訪問看護師数 0.26 0.06–0.46  0.011 
介護施設*      
 介護老人福祉施設定員 −0.55 −0.74–−0.37 <0.001 
介護老人保健施設定員 0.02 −0.17–0.20  0.872 
介護療養型医療施設病床数 −0.05 −0.24–0.14   0.609 
人口密度 (km2あたりの人口) 0.44 0.21–0.67 <0.001 
累積 COVID-19 患者数 † 0.49 0.27–0.70 <0.001 
2019 年の在宅死割合 (%) −1.24 −1.44–−1.05 <0.001 

*医療資源と介護施設は各自治体の 65 歳以上の高齢者 10,000 人あたりの数を示す  
†累積 COVID-19 患者数は各都道府県人口の 1,000 人あたりの数を示す  
すべての変数は標準化した後に解析した。2019 年または 2021 年に在宅死がなかった自治体は除外した

(n = 45). 
. 
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表 3.カットオフ値を 2.9％とした場合の在宅死割合の変化に関する多変量ロジスティック回帰分析の

結果 
 

 オッズ比 95%信頼区間 P 値 
医療資源*    
病院病床数 0.93 0.82–1.04 0.205 

 一般診療所数 1.26 1.04–1.54  0.021 
 従来型在宅療養支援診療所・病院数 1.01 0.91–1.12  0.865 
 機能強化型在宅療養支援診療所・病院数 1.33  1.19–1.50   <0.001 
 訪問看護師数 1.10  0.98–1.24  0.114 
介護施設*      
 介護老人福祉施設定員 0.82 0.74–0.92 <0.001 
介護老人保健施設定員 0.98  0.88–1.08  0.661 
介護療養型医療施設病床数 0.99 0.89–1.11   0.898 
人口密度 (km2あたりの人口) 1.66 1.34–2.05 <0.001 
累積 COVID-19 患者数† 1.26 1.11–1.43 <0.001 
2019 年の在宅死割合(%) 0.66 0.59–0.76 <0.001 

*医療資源と介護施設は各自治体の 65 歳以上の高齢者 10,000 人あたりの数を示す  
†累積 COVID-19 患者数は各都道府県人口の 1,000 人あたりの数を示す  
すべての変数は標準化した後に解析した。2019 年または 2021 年に在宅死がなかった自治体は除外した

(n=45). 
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図 1. 総死亡数と在宅死割合の推移 

 

 
図 2. 各自治体の 2019 年から 2021 年にかけての在宅死割合の絶対値変化 
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図 3. 在宅療養支援支援診療所・病院と人口密度の相関 
上：従来型在宅療養支援支援診療所・病院、下：機能強化型在宅療養支援支援診療所・病院 
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